
  

平成１８年２月期           個別中間財務諸表の概要              平成１７年１０月７日 
上場会社名         株式会社 吉野家ディー・アンド・シー                              上場取引所    東 

コード番号                 ９８６１                                                        本社所在都道府県 

         （ＵＲＬ  http://www.yoshinoya-dc.com ）                                   東京都 

代  表   者    役職名 代表取締役社長      

                 氏名 安部 修仁 

問合せ先責任者    役職名 常務取締役ＢＳ(ビジネスサポート)本部長   

                 氏名 折田 昌行                       ＴＥＬ ( ０３ )５２６９－５１１１(代表) 

決算取締役会開催日 平成 17年 10月 7日                            中間配当制度の有無   有  

中間配当支払開始日 平成 17年 11月 10日                           単元株制度採用の有無             無 
 
１． 17年 8月中間期の業績(平成 17年 3月 1日～平成 17年 8月 31日) 

(1) 経営成績                                 （注）金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売上高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

32,810 
31,766 

3.3
△27.4

242
△2,693

－
－

467 
△2,407 

－
－

17年 2月期 63,201 △26.8 △1,826 － △1,264 －
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

11 
△1,168 

－ 
－ 

19 
△2,062 

 

17年 2月期 △2,929 － △5,134  

 
 

 (注)①期中平均株式数 17年 8月中間期  613,641.3株   16年 8月中間期  566,454.8株   17年 2月期   570,488.1株 

    ②会計処理の方法の変更  無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円  円  

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

 800 
1,600 

――――― 
――――― 

 

17年 2月期 ――――― 2,400  
 
(3)財政状態 
 総資産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

73,835 
68,292 

67,067
60,389

90.8 
88.4 

106,479
106,610

17年 2月期 74,359 62,543 84.1 104,464

 (注)①期末発行済株式数  17年 8月中間期  629,862.8株  16年 8月中間期 566,454.8株  17年 2月期  598,710.8株 
②期末自己株式数    17年 8月中間期   32,542.2株  16年 8月中間期  95,950.2株  17年 2月期   63,694.2株 

 
２．18年 2月期の業績予想(平成 17年 3月 1日～平成 18年 2月 28日) 

１株当たり年間配当金  売上高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 円

通   期 65,900 1,240 370 800 1,600

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)    587円 
 
 ※ 上記数値予想は、米国産牛肉の輸入禁止措置が通期継続することを前提に予測しております。 
実際の業績は、米国産牛肉の輸入再開等、様々な要因によって上記予想と大きく異なる可能性があります。 
なお、業績予想に変更がある場合は、速やかに公表させていただきます。 
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等  
１．中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

前 中 間 会 計 期 間 末
（平成１６年８月３１日現在）

当 中 間 会 計 期 間 末
（平成１７年８月３１日現在）

前 事 業 年 度
要 約 貸 借 対 照 表
（平成１７年２月２８日現在）

 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
（資 産 の 部）    ％ ％   ％

Ⅰ 流 動 資 産      

 １ 現 金 及 び 預 金  ８,８０１  １９,６４９  ２０,５０６ 

 2 売 掛 金  １,２２１  １,２００  １,１１２ 

 3 た な 卸 資 産  ２,０８０  １,４８４  １,７２５ 

 4 そ の 他  ３,１０８  ２,１３４  ２,３１５ 

  貸 倒 引 当 金  △４０  △３３  △３５ 

  流 動 資 産 合 計  １５,１７１  ２２．２ ２４,４３５ ３３．１  ２５,６２５ ３４．５

Ⅱ 固 定 資 産      

（1） 有形固定資産      

 １ 建 物  １０,９３６  １０,１２６  １０,３３２ 

 2 土 地  ６,０５９  ４,７２２  ４,６７２ 

 3 そ の 他  ３,２０４  ２,６９０  ２,８６５ 

  有 形固定資産合計  ２０,１９９  ２９．６ １７,５３９ ２３．８  １７,８７０ ２４．０

（2） 無形固定資産  ２,０７７  ３．０ １,３５９ １．８  １,３９５ １．９

（3） 投資その他の資産      

 １ 投 資 有 価 証 券  ３,２８２  ２,６６８  ２,８１８ 

 2 関 係 会 社 株 式  １１,２４６  １１,１５２  １０,３９９ 

 3 差 入 保 証 金  ９,３８９  ９,４４１  ９,３２４ 

 ４ そ の 他  ８,７３３  ８,２６８  ８,１８０ 

  貸 倒 引 当 金  △６３２  △４８４  △７８３ 

  投 資 損 失 引 当 金  △１,１７６  △５４５  △４７１ 

  投資その他の資産合計  ３０,８４２  ４５．２ ３０,５０１ ４１．３  ２９,４６７ ３９．６

  固 定 資 産 合 計  ５３,１２０  ７７．８ ４９,３９９ ６６．９  ４８,７３４ ６５．５

  資 産 合 計  ６８,２９２  １００．０ ７３,８３５ １００．０  ７４,３５９ １００．０

（負 債 の 部）      

Ⅰ 流 動 負 債      

 １ 買 掛 金  ２,１４０  ２,３２５  １,９９９ 

 2 未 払 金  １,０２３  ６７０  ６９０ 

 3 未 払 法 人 税 等  ９２  １６８  ９６ 

 4 賞 与 引 当 金  １,０６９  ５７９  ６４１ 

 5 そ の 他  ２,０８２  １,５３２  １,８９５ 

  流 動 負 債 合 計  ６,４０８  ９．４ ５,２７６ ７．2  ５,３２３ ７．２

Ⅱ 固 定 負 債      

 １ 新 株 予 約 権 付 社 債  －  －  ５,０００ 

 2 退 職 給 付 引 当 金  ６０９  ５８１  ５９４ 

 3 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ４１１  ４６２  ４４６ 

 4 そ の 他  ４７３  ４４７  ４５０ 

  固 定 負 債 合 計  １,４９４  ２．２ １,４９１ ２．０  ６,４９１ ８．７

 負 債 合 計  ７,９０２  １１．６ ６,７６８ ９．２  １１,８１５ １５．９

（資 本 の 部）      

Ⅰ 資 本 金  １０,２６５  １５．０ １０,２６５ １３．９  １０,２６５ １３．８

Ⅱ 資 本 剰 余 金      

  資 本 準 備 金  １１,１３９  １１,１３９  １１,１３９ 

 資 本 剰 余 金 合 計  １１,１３９  １６．３ １１,１３９ １５．１  １１,１３９ １５．０

Ⅲ 利 益 剰 余 金      

 1 利 益 準 備 金  １,７４０  １,７４０  １,７４０ 

 2 任 意 積 立 金  ５５,５００  ４９,５００  ５５,５００ 

 3 中 間 未 処 分 利 益 又 は  
当 期 未 処 理 損 失 （ △ ） 

 ２２９  ９４９  △３,６１６ 

 利 益 剰 余 金 合 計  ５７,４６９  ８４．２ ５２,１８９ ７０．７  ５３,６２４ ７２．１

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △１０８  △０．２ △２９５ △０．４  △２８６ △０．４

Ⅴ 自 己 株 式  △１８,３７７  △２６．９ △６,２３２ △８．５  △１２,１９９ △１６．４

 資 本 合 計  ６０,３８９  ８８．４ ６７,０６７ ９０．８  ６２,５４３ ８４．１

 負 債 ・ 資 本 合 計  ６８,２９２  １００．０ ７３,８３５ １００．０  ７４,３５９ １００．０

科 目 

期 別 
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２．中間損益計算書 

 

（単位：百万円） 

前 事 業 年 度
前中間会計期間 当中間会計期間 

要 約 損 益 計 算 書

（ 自 平成１６年３月 １日
至 平成１６年８月３１日

） （ 自  平成１ ７年３月  １日
至  平成１ ７年 ８月３ １日

） （ 自  平成１ ６年３月  １日
至  平成１ ７年 ２月２ ８日

） 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

    ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高  ３１,７６６  １００．０ ３２，８１０ １００．０  ６３，２０１ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価  １４,８３２  ４６．７ １３，６８６ ４１．７  ２８，１８９ ４４．６

 売 上 総 利 益  １６,９３４  ５３．３ １９，１２４ ５８．３  ３５，０１１ ５５．４

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １９,６２７  ６１．８ １８，８８１ ５７．６  ３６，８３７ ５８．３

 営業利益又は営業損失(△)  △２,６９３  △８．５ ２４２ ０．７  △１，８２６ △２．９

Ⅳ 営 業 外 収 益  ３５９  １．１ ３２１ １．０  ７６９ １．２

Ⅴ 営 業 外 費 用  ７３  ０．２ ９６ ０．３  ２０８ ０．３

 経常利益又は経常損失(△)  △２,４０７  △７．６ ４６７ １．４  △１，２６４ △２．０

Ⅵ 特 別 利 益  １,４２２  ４．５ ２６３ ０．８  １，４６２ ２．３

Ⅶ 特 別 損 失  ５７８  １．８ ６２４ １．９  ２，８９４ ４．６

 税 引 前 中 間 純 利 益 又 は  
税引前中間（当期）純損失(△) 

 △１,５６３  △４．９ １０７ ０．３  △２，６９６ △４．３

 法人税、住民税及び事業税  ８８  ０．３ ９５ ０．２  １８２ ０．３

 法 人 税 等 調 整 額  △４８３  △１．５ ０ ０．０  ５０ ０．０

 中 間 純 利 益 又 は  
中間（当期）純損失(△) 

 △１,１６８  △３．７ １１ ０．１  △２，９２９ △４．６

 前 期 繰 越 利 益  １,３９７  １，９０４   １，３９７

 中 間 配 当 額  －  －   ９０６

 自 己 株 式 処 分 差 損  －  ９６７   １，１７８

 中 間 未 処 分 利 益 又 は  
当 期 未 処 理 損 失 （ △ ） 

 ２２９  ９４９   △３，６１６

 
 
 
 

科 目 

期 別 
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中 間 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 重 要 な 事 項  

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 （１）満期保有目的債券   償却原価法 
 （２）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
 （３）その他有価証券  時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
  時価のないもの…移動平均法による原価法 
 
２．デリバティブの評価基準及び評価方法  時価法 
 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）商 品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（２）製 品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（３）原材料（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（４）仕掛品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（５）貯蔵品    最 終 仕 入 原 価 法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
 
（１）有形固定資産及び投資その他の資産（投資不動産） 
            定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物につきましては定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ８年～５０年   
その他（機 械 装 置）  ７年～１３年 
その他（工具､器具及び備品）  ５年～ ６年 

 
（２）無形固定資産 定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。 

 
５．引当金の計上基準 
（１） 貸 倒 引 当 金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
（２） 投 資 損 失 引 当 金 
 関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討し、計上しております。 
 
（３） 賞 与 引 当 金 
 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき計上しております。 
 
（４） 退 職 給 付 引 当 金 
 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
 数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により、発生事業年度の
翌事業年度より費用処理しております。 
 
（５） 役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
 
６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
 
７.リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 
８．その他中間財務諸表（財務諸表）作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 
 

（中間貸借対照表関係） 
 前中間会計期間末 

（平成１６年８月３１日現在） 

  当中間会計期間末 

（平成１７年８月３１日現在） 

前事業年度末 

（平成１７年２月２８日現在） 

 １． 有形固定資産及び投資不動産の   

減価償却累計額 

有形固定資産       15,328百万円 

投資その他の資産 

（投資不動産）        411百万円 

１. 有形固定資産及び投資不動産の    

減価償却累計額                 

有形固定資産        16,755百万円

投資その他の資産 

（投資不動産）         504百万円

１.有形固定資産及び投資不動産の     

減価償却累計額 

有形固定資産        16,107百万円

投資その他の資産 

（投資不動産）         473百万円

 ２．偶発債務   ２．偶発債務  ２．偶発債務 

 保 証 債 務    保 証 債 務   保 証 債 務  

 被保証先 保証内容 金額   被保証先 保証内容 金額 被保証先 保証内容 金額 

 (株)京樽 

他１２社 金融機関借入

   百万円 

3,463 

  （株）沖縄  

吉野家 

他9社 

金融機関借入

百万円 

959 

（株）沖縄  

吉野家 

他9社 

金融機関借入

  百万円

     965

 ＦＣ加盟者 

等（３社） リ ー ス 債 務 11 
  （株）上海  

エクスプレス リ ー ス 債 務 4 
（株）上海  

エクスプレス リ ー ス 債 務        7

 ＦＣ加盟者 

（２社） 

割賦販売契約

債 務
0 
  ＦＣ加盟者 

（８０社）
仕 入 債 務 14 

ＦＣ加盟者 

（８０社） 
仕 入 債 務       10

計  978 計       983 ＦＣ加盟者 

（７４社） 
仕 入 債 務 14 

  

  

 計  3,489        

      

 
（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１６年８月３１日 

当中間会計期間 

自 平成１７年３月 １日 

至 平成１７年８月３１日 

前事業年度 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１７年２月２８日 

１．減価償却実施額 

  有形固定資産       903百万円 

  無形固定資産       175百万円 

  投資その他の資産 

（投資不動産）    41百万円 

 

２．営業外収益の主要項目 

  受取利息         31百万円 

  賃貸収入         127百万円 

  受取手数料          48百万円 

 

３．営業外費用の主要項目 

  賃貸費用         55百万円 

 

４．特別利益の主要項目 

   投資有価証券売却益   1,410百万円 

 

５．特別損失の主要項目 

   投資損失引当金繰入額  360百万円 

 

１．減価償却実施額 

  有形固定資産        823百万円

  無形固定資産       179百万円

  投資その他の資産 

（投資不動産）     31百万円

 

２．営業外収益の主要項目 

  受取利息          24百万円

  賃貸収入          117百万円

  受取手数料         45百万円

 

３．営業外費用の主要項目 

  賃貸費用          48百万円

 

４．特別利益の主要項目 

   貸倒引当金戻入益        238百万円

 

５．特別損失の主要項目 

  固定資産除売却損    95百万円

  減 損 損 失   109百万円

  関係会社株式売却損   401百万円

 

１．減価償却実施額 

  有形固定資産      1,867百万円

  無形固定資産        356百万円

  投資その他の資産 

（投資不動産）      82百万円

 

２．営業外収益の主要項目 

  受取利息         59百万円

  賃貸収入                239百万円

受取手数料        89百万円

 

３．営業外費用の主要項目 

  賃貸費用        114百万円

 

４．特別利益の主要項目 

  投資有価証券売却益    1,418百万円

    

５．特別損失の主要項目 
  減 損 損 失  1,935百万円

  投資損失引当金繰入額   471百万円

 



 

５ 

前中間会計期間 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１６年８月３１日 

当中間会計期間 

自 平成１７年３月 １日 

至 平成１７年８月３１日 

前事業年度 

自 平成１６年３月 １日 

至 平成１７年２月２８日 

 

 

 

6.減損損失 

当事業年度において当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しました。 

（単位：百万円）

用途 種類 減損損失

店舗 

(9店)

建物、構築物、工

具、器具及び備品 
109

計 109

 
 
 

 

 
 当社は、減損会計の適用にあたり、主

に店舗をキャッシュフローを生み出す最

小単位としてグルーピングしております

が、工場、配送センター、営業管理等特

定の店舗に関連付けられない資産につい

ては、関連する事業部の共有資産とし

て、本社、寮及び福利厚生施設等につい

ては、全社資産としてグルーピングして

おります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額と、使用価値を比較し

て、主として、使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、主に不動産

鑑定基準に基づく鑑定評価額などに合理

的な調整を行って算出した金額を使用し

ております。使用価値の算出にあたって

は､将来キャッシュ･フローを6.78％で割

引いて算出しております。 

6.減損損失 

当事業年度において当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しました。 

（単位：百万円）

用途 種類 減損損失

店舗 

（4店） 

建物､構築物､工

具､器具及び備

品､土地 

1,269

賃 貸 資

産(須田

町ビル) 

建物､構築物､工

具､器具及び備

品､借地権 

666

計 1,935

 

 当社は、減損会計の適用にあたり、主

に店舗をキャッシュフローを生み出す最

小単位としてグルーピングしております

が、工場、配送センター、営業管理等特

定の店舗に関連付けられない資産につい

ては、関連する事業部の共有資産とし

て、本社、寮及び福利厚生施設等につい

ては、全社資産としてグルーピングして

おります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額と、使用価値を比較し

て、主として、使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、主に不動産

鑑定基準に基づく鑑定評価額などに合理

的な調整を行って算出した金額を使用し

ております。使用価値の算出にあたって

は､将来キャッシュ･フローを7.87％で割

引いて算出しております。 

 
 



 

６ 

 
（リース取引関係） 

 

前中間会計期間 

自 平成１６年３月 １ 日 
至 平成１６年８月３１日 

当中間会計期間 

自 平成１７年３月 １ 日 
至 平成１７年８月３１日 

前事業年度 

自 平成１６年３月 １ 日 
至 平成１７年２月２８日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 そ の 他  そ の 他  そ の 他 

取 得 価 額 相 当 額 1,840百万円 取 得 価 額 相 当 額 1,317百万円 取 得 価 額 相 当 額 1,740百万円

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 
989百万円 

減 価 償 却 累 計 額

相 当 額
812百万円

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 
1,062百万円

中間期末残高相当額 850百万円 中間期末残高相当額 505百万円 期 末 残 高 相 当 額 678百万円

 

 

   なお、取得価額相当額は、有形 

  固定資産の中間期末残高等に占め 

  る未経過リース料中間期末残高の 

  割合が低いため、支払利子込み法 

  により算定しております。 

 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 

 １ 年 以 内          386百万円 

 １  年  超           464百万円 

  合   計            850百万円 

 

   なお、未経過リース料中間期末 

  残高相当額は、有形固定資産の中 

  間期末残高等に占めるその割合が 

  低いため支払利子込み法により算 

  定しております。 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料             221 百万円 

 減価償却費相当額        221 百万円 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残 

  存価額を零とする定額法によって 

  おります。 

 

 

 

同     左 

 

 

 

 

 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額

 １ 年 以 内         277百万円 

 １  年  超          227百万円 

  合   計            505百万円 

 

同     左 

 

 

 

 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料             184百万円 

 減価償却費相当額         184百万円 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同     左 

 

 

   なお、取得価額相当額は、有形 

  固定資産の期末残高等に占める未 

  経過リース料期末残高の割合が低 

  いため、支払利子込み法により算 

  定しております。 

 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内         334百万円 

 １  年  超         343百万円 

  合   計           678百万円 

 

   なお、未経過リース料期末残高 

  相当額は、有形固定資産の期末残 

  高等に占めるその割合が低いため 

  支払利子込み法により算定してお 

  ります。 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料            446百万円 

 減価償却費相当額        446百万円 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同     左 



 

７ 

 

（有価証券関係） 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも 

のはありません。 

 

（１株当たり情報） 
 中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

 
（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 


